
  

９ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（抄） 

 

第１章 総 則 （第１条～第３条）  

第２章 特定建築物等の維持管理 （第４条～第 12 条）  

第３章 建築物における衛生的環境の確保に関する事業の登録（第 12 条の３～第 12 条の５）  

第４章 登録業者等の団体の指定 （第 12 条の６～第 12 条の９）  

第５章 雑 則 （第 12 条の 10～第 14 条）  

第６章 罰 則 （第 14 条の２～第 18 条）  

  昭和 45・４・14・法律 ２０号   

改正平成６・７・１・ 法律 ８４号   

改正平成９・11・21・ 法律１０５号   

改正平成 11・７・16・ 法律 ８７号－－ 

改正平成９・11・21・ 法律１０５号－－ 

改正平成 11・12・22・ 法律１６０号－－ 

改正平成 13・12・14・ 法律１５６号－－ 

 

第１章 総 則 

（目的） 

第１条 この法律は、多数の者が使用し、又は利用する建築物の維持管理に関し環境衛生上必要な事

項等を定めることにより、その建築物における衛生的な環境の確保を図り、もつて公衆衛生の向上

及び増進に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において「特定建築物」とは、興行場、百貨店、店舗、事務所、学校、共同住宅等

の用に供される相当程度の規模を有する建築物（建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第２条第

１号に掲げる建築物をいう。以下同じ。）で、多数の者が使用し、又は利用し、かつ、その維持管

理について環境衛生上特に配慮が必要なものとして政令で定めるものをいう。 

２ 前項の政令においては、建築物の用途、延べ面積等により特定建築物を定めるものとする。 

（保健所の業務） 

第３条  保健所は、この法律の施行に関し、次の業務を行なうものとする。 

1． 多数の者が使用し、又は利用する建築物の維持管理について、環境衛生上の正しい知識の普

及を図ること。 

2． 多数の者が使用し、又は利用する建築物の維持管理について、環境衛生上の相談に応じ、及

び環境衛生上必要な指導を行なうこと。 

 

第２章 特定建築物等の維持管理 

（建築物環境衛生管理基準） 

第４条 特定建築物の所有者、占有者その他の者で当該特定建築物の維持管理について権原を有する

ものは、政令で定める基準（以下「建築物環境衛生管理基準」という。）に従って当該特定建築物

の維持管理をしなければならない。 

２ 建築物環境衛生管理基準は、空気環境の調整、給水及び排水の管理、清掃、ねずみ、こん虫等  
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の防除その他環境衛生上良好な状態を維持するのに必要な措置について定めるものとする。 

３ 特定建築物以外の建築物で多数の者が使用し、又は利用するものの所有者、占有者その他の者 

で当該建築物の維持管理について権原を有するものは、建築物環境衛生管理基準に従つて当該

建築物の維持管理をするように努めなければならない。 

（特定建築物についての届出） 

第５条 特定建築物の所有者（所有者以外に当該特定建築物の全部の管理について権原を有する者が 

あるときは、当該権原を有する者）（以下「特定建築物所有者等」という。）は、当該特定建築物

が使用されるに至つたときは、その日から１箇月以内に、厚生労働省令の定めるところにより、

当該特定建築物の所在場所、用途、延べ面積及び構造設備の概要、建築物環境衛生管理技術者の

氏名その他厚生労働省令で定める事項を都道府県知事（保健所を設置する市又は特別区にあって

は、市長又は区長。以下この章並びに第 13 条第２項及び第３項において同じ。）に届け出なけれ

ばならない  

２ 前項の規定は、現に使用されている建築物が、第２条第１項の政令を改正する政令の施行に伴

い、又は用途の変更、増築による延べ面積の増加等により、新たに特定建築物に該当すること

となつた場合について準用する。この場合において、前項中「当該特定建築物が使用されるに

至つたとき」とあるのは、「建築物が特定建築物に該当することとなつたとき」と読み替える

ものとする。 

３ 特定建築物所有者等は、前２項の規定による届出事項に変更があつたとき、又は当該特定建築

物が用途の変更等により特定建築物に該当しないこととなつたときは、その日から１箇月以内

に、その者を都道府県知事に届け出なければならない。 

４ 都道府県知事は、特定建築物のうち政令で定めるものについて前３項の規定による届出を受け

たときは、その旨を都道府県労働局長に通知するものとする。 

（建築物環境衛生管理技術者の選任） 

第６条 特定建築物所有者等は、当該特定建築物の維持管理が環境衛生上適正に行なわれるように監督

をさせるため、厚生労働省令の定めるところにより、建築物環境衛生管理技術者免状を有する者の

うちから建築物環境衛生管理技術者を選任しなければならない。 

２ 建築物環境衛生管理技術者は、当該特定建築物の維持管理が建築物環境衛生管理基準に従っ    

て行なわれるようにするため必要があると認めるときは、当該特定建築物の所有者、占有者そ

の他の者で当該特定建築物の維持管理について権原を有するものに対し、意見を述べることが

できる。この場合においては、当該権原を有する者は、その意見を尊重しなければならない。 
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